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甲府市総合市民会館指定管理業務 

仕様書 

 

第１ 指定管理業務の概要 

１ 業務名 

 甲府市総合市民会館指定管理業務 

 

２ 施設概要 

 別添１「甲府市総合市民会館 施設概要」のとおり。 

 

３ 指定管理期間 

 令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで 

なお、この期間は、市議会の議決後に正式な指定期間となります。 

 

 

第２ 管理運営方針 

甲府市総合市民会館（以下、「会館」という。）は、甲府市における芸術文化の向上及び産業の

振興を図るとともに、市民の健康づくりと生涯学習を推進し、もって市民の福祉の増進に寄与す

ることを目指しており、これらを実現するために、指定管理による民間の効果的かつ効率的なノ

ウハウを取り入れ、会館の機能を最大限に活かした良質なサービス提供を行う。                                                                                                                                                                                                                                                                            

 

 

第３ 管理運営基準 

指定管理者は、以下の基準に則り、運営管理業務を行わなければならない。 

① 利用者の利便性の向上 

② 市民の平等な利用の確保 

③ 施設の効用を最大限活用したサービス提供 

④ ｢公の施設｣であることを念頭に置いた管理運営 

⑤ 個人情報の保護 

⑥ 守秘義務の厳守 

⑦ 利用者の意見の反映 

⑧ 利用者の安全の確保（火災、地震による避難誘導及び防災訓練の実施等） 

⑨ 省エネルギーに努めるとともに、廃棄物の発生を抑制し、環境に配慮した管理 

⑩ 甲府市教育委員会（以下、「教育委員会」という。）や地域の団体等と常に密接な連携をとり

ながらの管理運営 

⑪ 関係法令の遵守 
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第４ 管理運営にあたっての基本的事項 

１ 基本的事項 

（１）休館日 

 休館日は以下のとおりとする。ただし、指定管理者は、教育委員会の承認を受けて、臨時

に休館日に開館し、または休館日以外の日に休館することができる。 

① 毎週火曜日（この日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号））に規定

する休日の場合はその翌日） 

② 年末年始（１２月２９日から翌年１月３日まで） 

（２）開館時間 

 午前９時から午後１０時までとする。 

 指定管理者は、教育委員会の承認を受けて、開館時間を変更することができる。 

（３）個人情報の取扱い 

 指定管理者が個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護に関する法律（平成 １５年法

律第５７号）及び甲府市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年甲府市条例第３５

号）の規定に従い、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個人情報の適

切な管理のために必要な措置を講じる必要がある。この場合において、指定管理者は、教育

委員会と協議の上で別に定める個人情報の保護に関する規程等に基づいて、指定管理業務を

通じて取り扱う個人情報の保護を行うものとする。 

（４）関係法令等の遵守 

 指定管理者は、業務を行うにあたっては、関係法令、関係条例等を遵守すること。 

（５）利用者の安全等に配慮した管理 

会館は、青沼窓口センター及び遊亀公民館を併設する複合施設であり、不特定多数の者が

利用するため、指定管理者は年間を通じて会館利用者の安全はもとより、他の施設の利用者

に配慮した管理運営を行うこと。 

特に、クールシェアスポット等の甲府市が推進する事業には、積極的に協力すること。 

（６）本施設は、ネーミングライツの対象施設であるため、指定管理期間中にネーミングライツ

が付与された場合は、愛称の使用その他ネーミングライツに関する事項について、教育委員

会の指示に従うこと。 

（７）その他 

 業務及び管理の基準の細目的事項は、教育委員会と指定管理者が協議の上、基本協定書及

び年度協定書で定めることとする。 

 

 

第５ 業務執行体制 

１ 組織及び人員配置 

指定管理業務における組織体制及び人員配置の基準は以下のとおり。 

ア 会館には、適切な管理運営するため、必要な業務執行体制を確保するとともに、労働基準

法（昭和２２年法律第４９号）等を遵守し、会館の管理運営を効率的に行うため、業務形態

に即した適正な人員を配置すること。 
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イ 指定管理者は、業務全体を総合的に把握し、また調整を行うため、会館に責任者（館長）

を配置する。（以下、本仕様書及び、別添『甲府市総合市民会館諸業務一覧及び仕様書（以

下、「諸業務仕様書」という。）」における各業務の仕様書中、「責任者」とは、ここに規定す

る「責任者」のことをいう。） 

また、責任者は、教育委員会との連絡調整の役を担う。 

ウ 指定管理者は、責任者（館長）が不在の際または事故等があった際に、責任者に代わり業

務を管理する者として副責任者（副館長）を配置する。なお、副責任者（副館長）はほかの

業務と兼務することができる。 

エ 従事者の勤務体制は、会館の管理運営に支障がないように配置すること。 

オ 会館の管理運営にあたり、法令等により資格を必要とする業務は、有資格者を選任するこ

と。 

カ 指定管理者は、防火管理者を選任、消防計画の作成及び防災訓練を実施し、火災・地震・

その他の災害の予防、人命の安全並びに被害の防止を図ること。 

キ 休館日や閉館時間において、災害が発生した場合は、会館の被害状況を把握し、教育委員

会に報告すること。 

ク 会館のサービス向上のため、定期的に研修会等を行い、従事者の接客マナーをはじめとす

る職員の資質向上を図ること。 

 

 

第６ 指定管理者が行う業務内容 

１ 会館の運営に関する業務 

（１）利用規程の作成 

指定管理者は、会館の利用に関して、甲府市総合市民会館条例（平成２年７月条例第３３

号）（以下「条例」という。）に基づき、次の事項を利用規程として定め、利用者に周知する。 

   ア 利用時間及び休館日の設定 

条例に定めるところによる。 

イ 利用許可申請書の受付期間等の設定 

条例及び甲府市総合市民会館条例施行規則（平成２年９月教委規則第１１号）（以下「規

則」という。）に定めるところによる。 

ウ 利用料金の額 

条例に定める額を上限として、教育委員会の承認を受けて指定管理者が定めた額 

エ 利用許可、許可の取消し、利用の停止等基準 

オ 利用料金の納入 

カ 利用者の遵守事項 

キ その他必要な事項 

（２）利用許可に関する業務 

指定管理者は、条例及び規則に基づき、会館及び設備器具の利用許可、取消し等を行う。 

なお、「規則」第２条の３に基づき、「甲府市、甲府市教育委員会の主催事業」及び「甲府

市教育委員会が必要であると認めた場合」は、申請期間（６か月）前においても、利用予約
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を可とする。また、急遽、国政及び地方選挙の実施会場として利用する場合は、他の団体の

利用を制限する。 

【利用許可に関する業務内容】 

ア 条例に基づく利用の承認 

イ 条例に基づく利用の取消し 

ウ 会館利用予約・申請受付業務及び会館利用者との打合せ 

エ 会場の備品貸出・設営指導・片付け確認 

オ その他、会館利用者及び来館者に対する必要な対応 

また、指定管理者は、休館日、年末年始の休館、利用時間を変更したい場合、あらかじめ

書面で教育委員会と協議することとし、協議の結果変更することになったときは、利用者に

対しての説明や一定の周知期間を設けるなど適切に対応すること。 

なお、指定管理期間前（令和９年３月３１日以前）において申込のあった利用許可及び事

前予約については、今回選定される指定管理者の候補者（令和９年４月１日以降の新たな指

定管理者）の許可とみなし、利用させることとする。 

（３）利用料金の収受 

 指定管理者は利用を許可した者から、利用料金を前納させるものとする。 

 会館を利用する者が納付する利用料金は、指定管理者の収入とする。ただし、指定管理者

の収入として収受できるのは、指定管理開始日以降とする。 

なお、指定管理者が、次年度の予約を受付け、かつ当該年度に予約金を収入した場合は、

前納金として処理し、次年度の収入とする。また、指定管理者の更新にあたっては、教育委

員会が引き継ぐべき利用料金の額等を検証したうえで、現指定管理者が次期指定管理者に引

き継ぐこととする。 

（４）会場利用調整会議 

  会館利用者の円滑で効率的な利用を図るため、「会場利用調整会議」を開催すること。 

なお、会場利用調整会議前の事前予約については、条例及び規則等に準じること。 

（５）利用者の公平性、平等性の確保 

 指定管理者は、公の施設として、特定の個人または団体を不当に優遇することなく、全て

の利用者が公平かつ平等に施設を利用できるよう、適切な施設運営を行うこと。 

ア 利用許可申請の受付、利用許可、利用料金の徴収等について、公平かつ平等な取扱いを

行うこと。 

イ 障がいの有無や年齢等に関わらず、すべての利用者が円滑に施設を利用できるよう、必

要な配慮及び適切な対応を行うこと。 

ウ その他、利用者の公平性、平等性の確保に関すること。 

（６）利用者の増加を図るための業務 

 会館の更なる利用者増加を図るため、積極的なＰＲ活動が必要なことから、次の取組を行

うこと。 

ア 会館のホームページを作成し、更新等の管理を行い、利用者の便宜に供すること。 

イ 会館の内容、交通手段、利用時間、休館日、利用料金等概要を分かりやすく記載したパ

ンフレットを作成し、ＰＲに努めること。 
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ウ その他利用者の増加に関すること。 

（７）サービス向上を図るための業務 

 様々なニーズに対応し、より多くの方に快適に会館を利用していただくため、次の取組を

行うこと。 

ア 業務マニュアルを作成し、施設の予約、申請の受付、事前打合せ（芸術ホール、山の都

アリーナ）等に遺漏のないよう徹底するとともに、利用者の声を拾いながらマニュアル

を常に最新化し、利用者の利便性の向上に努めること。 

イ 利用者等からの苦情または要望に対して真摯にまた、適切に対処するとともに、その内

容を教育委員会に報告すること。 

ウ 指定管理者は、会館利用者に対してアンケート等を行い、利用者の意見や要望を把握し、

業務の改善、サービス向上等会館運営に反映させること。 

エ 電話等での問合せ、施設見学等への対応を行うこと。 

オ 利用申込窓口において、多様な決済手段（クレジットカード、電子マネー、コード決済

等）を導入すること。 

カ その他利用者へのサービス向上に関すること。 

 

２ 会館及び設備の維持管理に関する業務 

（１）会館の維持管理に関すること 

 維持管理の諸業務についての詳細は、別添『諸業務仕様書』を参照してください。 

ア 会館を常に清潔に保つよう清掃を行うとともに、事故や盗難等の防止に必要な措置を講

じる。 

イ 設備等について、法定点検、定期的に点検を実施するとともに、必要に応じて修繕を行

う。 

ウ 設備等点検の結果、大規模な修繕が必要と判断した場合は、速やかに教育委員会に報告

し、教育委員会の指示に従うこと。 

エ 施設の効率的かつ効果的で適切な維持管理に努める。なお、実施に際しては、関係法令

等に基づき、必要な官公署の免許、許可、認可等を受けるものとする（諸業務を委託する

場合は、再委託先が必ず免許、資格等を有していること）。 

オ 夜間（午後５時～午後１０時）の甲府市遊亀公民館各室の鍵の受渡を行う。 

（２）備品等の維持管理に関すること 

  指定管理者が管理運営のため備品等を購入する場合は、あらかじめ教育委員会と協議のう

え購入する。なお、指定管理者が購入した備品等は教育委員会等に帰属するものとする。た

だし、自主事業を実施するうえで、指定管理者が購入したものはこの限りではない。 

 

３ 自主事業の企画・開催に関する業務 

指定管理者は、生涯学習の推進、文化意識の醸成、会館のサービス向上、及び利用者の増加

を目的として、条例第１条及び第３条に基づき、様々な自主事業を企画し、実施すること。自

主事業により得た収入は、指定管理者に帰属するものとする。 

また、その外、会館の設置目的に合致し、かつ管理運営業務に支障がない範囲において、自
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らの責任及び費用により、事業を企画・実施できるものとする。 

指定管理者は、自主事業の実施にあたり、事前に教育委員会の承諾を得ること。 

なお、教育委員会が当該自主事業を、過度に営利中心である、または公の施設としてふさわ

しくないと判断したときには、事業の内容の改善または事業の停止を求めることがある。 

 

４ 施設利用者の利便性向上に関する業務 

   指定管理者は、会館利用者の利便性を図るために、飲食の提供及び自動販売機の設置を行う

ものとする。また、飲食の提供にあたっては、飲食コーナーを活用できるものとする。 

詳細は、別添『諸業務仕様書』のとおり。 

 

５ 災害発生時の対応 

 災害発生時の対応は以下のとおりとする。 

（１）利用者及び職員の生命・身体の安全を最優先に行動すること。 

（２）地震、火災、風水害等の災害発生時には、避難誘導、情報提供、負傷者への応急対応を実

施すること。 

（３）災害の規模に応じ、施設の利用中止や催事の中止・延期等について、市と協議又は緊急時

は速やかに判断すること。 

なお、会館駐車場は「甲府市地域防災計画」における「指定緊急避難場所（避難地）」とな

っており、災害発生時には一時避難場所として使用される場合がある。 

 

 

第４ 責任分担 

１ 責任分担 

指定管理者と教育委員会との責任分担は、次の表（各項目の区分に応じ、「○」が責任を負

う）のとおりとする。ただし、指定管理者の故意・過失、協定書・契約書等に定められた管理

を怠ったことによる毀損・滅失は、金額の多寡にかかわらず、指定管理者が負担する。 

 また、指定管理者が施設、設備、備品の改修等を行った場合、指定管理者は、教育委員会と

協議のうえ、当該資産の所有権を放棄、または原状復帰をする。 

 なお、表に定める事項に疑義のある場合、または定めのない事項については、指定管理者と

教育委員会が協議して定めることとする。 

 

表【指定管理者と教育委員会における責任分担】 

事         項 指定管理者 教育委員会 

共
通
事
項 

総合市民会館の管理

運営全般                                             
施設の利用、案内、警備、苦情対応、安全衛生管理 ○  

総合市民会館の維持

管理                                                

施設保守点検、法定点検、清掃、光熱水費支払（青沼窓口セン

ター、遊亀公民館を含む）、消耗品・備品の調達・管理、樹木管

理 

○  
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物価変動 
人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増 ○  

著しい場合 協  議 

金利変動 
金利変動に伴う経費の増 ○  

著しい場合 協  議 

法令・税制度の変更 
指定管理者が行う管理業務に及ぶ法令の変更 ○  

上記以外 協  議 

不可抗力（※） 自然災害等の不可抗力による業務の変更、中止等 協  議 

政治、行政上の理由から、施設の管理運営の継続に支障が生じた場合、又は業務の内容

の変更を余儀なくされた場合の経費の増 
  ○ 

行政財産目的外使用 行政財産目的外使用の申請許可等  ○ 

利用者や第三者への

賠償 

指定管理者の責めに帰すべき事由があるとき ○  

上記以外  ○ 

各種保険等への加入 利用者に係る損害賠償保険への加入 ○  

総括的管理責任  ○ 

管
理
運
営 

施設周辺住民及び利

用者への対応 

管理運営に対する住民及び利用者からの要望の対応 ○  

上記以外  ○ 

災害時対応 

待機体制の確保、被害調査、報告、応急処置 ○  

指示等  ○ 

災害復旧  ○ 

事故･災害等による施

設の原状回復 

指定管理者として注意義務を怠った場合 ○  

上記以外   ○ 

設
備
維
持
補
修 

施設・設備 

修繕（故障・機能維持） 
60万円未満 ○  

60万円以上  ○ 

整備・改修（資産増加） 
指定管理者が希望する場合 ○  

上記以外  ○ 

備品 

修繕(故障・機能維持） 
20万円未満 ○  

20万円以上  ○ 

整備・改修（資産増加） 
指定管理者が希望する場合 ○  

上記以外  ○ 

そ
の
他 

公租公課（消費税、法人税等） ○  

業務終了時の費用 
指定管理業務が終了した場合、または、指定取消しを受けた場

合における撤収費用 
○  

  

※不可抗力の発生に起因して教育委員会又は指定管理者に損害、損失又は増加費用が発生した場合

は、教育委員会は損害等の状況の確認を行った上で指定管理者と協議を行い、不可抗力の判定

や費用負担等を決定するものとする。 

 



 

 8 

２ 行政財産目的外使用の取扱い 

敷地内にある自治会防災倉庫、郵便ポスト、電話ボックス等は、教育委員会の取扱いとし、

教育委員会において使用許可の手続きを行う。また、行政財産目的外使用料の収入は、教育委

員会に帰属する。 

 

３ 損害賠償責任保険への加入 

 教育委員会と指定管理者双方が被保険者となる賠償責任保険に加入すること。加入する賠償

責任保険の金額については以下のとおりとする。 

なお、保険料については、指定管理者が負担するものとし、保険加入後は、速やかに証書の

写しを教育委員会に提出すること。 

 【保険の内容】 

   対人賠償：１名につき   １億円以上 

        １事故につき  １０億円以上 

   対物賠償：１事故につき  １０００万円以上 

 

 

第５ 業務の報告 

１ 事業計画及び事業報告等に関する事項 

（１）事業計画書の作成 

次年度の事業計画及び収支計画にあたっては、教育委員会担当者と協議し、毎年度９月末

までに計画書を作成し、教育委員会に提出すること。ただし、当年度の事業計画については、

指定管理業務開始までに教育委員会に提出すること。 

（２）事業報告書の提出 

毎年度終了後２か月以内に下記の事項を記載した事業報告書を提出する。 

① 業務実績及び利用状況 

② 利用料金収入実績 

③ 経費の収支状況 

④ 維持管理の実績 

⑤ その他教育委員会が必要と認める事項 

（３）月例業務報告書の提出及びモニタリングにおける報告 

モニタリングは、「月例モニタリング」と「随時モニタリング」とする。 

月例モニタリングにおいて、月例業務報告書に基づき、業務の内容、業務状況について報

告する。また、月例モニタリングに加え、必要に応じて施設への立入等により、現地で業務

遂行状況を確認する随時モニタリングに応ずるものとする。 

２ 利用者からの苦情・要望等の報告 

利用者からの苦情や要望等を把握し、その結果及び対応策について月毎にまとめ、月例モニ

タリングまでに報告し提出する。 

３ 事業の評価に関する事項 

教育委員会に提出された各種計画書及び報告書等により、年度終了後、教育委員会は指定管
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理者の１年間の管理運営の実績について評価を行う。また、評価結果によっては、指定管理者

に対し、必要に応じて業務改善等について指示等を行うものとする。 

 

 

第６ 指定管理業務に関する経費等 

 指定管理者は、次に掲げる収入をもって施設を管理運営するものとする。 

１ 指定管理料 

（１）指定管理料の支払い 

教育委員会は指定管理者に対し、「指定管理業務に必要な経費（指定管理の対象経費）」か

ら「利用料金の収入見込額」を差し引いた額を、予算の範囲内で年度ごとに支払う。指定管

理料の具体的な額及び支払い方法は、教育委員会と指定管理者が協議の上、年度協定で定め

ることとする。 

（２）業務内容・範囲の変更及び指定管理料の減額 

教育委員会は以下の事情に基づき必要な場合、指定管理者と協議のうえ、指定管理業務の

内容又は条件を見直し、指定管理料の一部を見直すことができる。 

① 技術革新等により指定管理者による業務実施のための費用が著しく削減できると判断

される場合 

② 市場価格との差が大きいと判断される場合 

③ 法制度の変更等により予定されていた業務が変更になる等、業務の内容又は範囲の変更

につき合理的な理由が生じたと判断される場合 

④ その他社会情勢等を考慮し、業務に関する条件を変更すべきと合理的に判断される場合 

なお、指定管理者が教育委員会の示した水準どおり業務を確実に実施する中で、利用料金

収入及び事業収入の増加、経費の節減等、指定管理者の経営努力により生じた余剰金につい

ては、指定管理料の減額は行わない。ただし、収支報告において大幅な剰余金が生じた場合

は、翌年度の協定額について見直しの協議を行う場合がある。 

また、利用料金収入の減少など指定管理者の運営に起因する不足額が生じた場合にも、費

用の精算は行わない。 

収支報告とは別に、消費税法及び地方税法の改正等によって消費税及び地方消費税の額に

変動が生じた場合には、相当額を加減して支払うものとする。 

 

２ 利用料金 

 甲府市総合市民会館条例第９条第５項の規定に基づき、甲府市総合市民会館の利用料金につ

いては、指定管理者の収入とする。ただし、甲府市、甲府市教育委員会が利用する場合または

教育委員会が特別な理由があると認める場合、教育委員会が相当と認める額を減額または免除

とする。 

 指定管理者が次年度の施設利用の予約を受け付け、かつ当該年度に利用料金を徴収した場合

は、前受金として処理し、次年度の収入とする。指定管理者の更新の際は、教育委員会が引き

継ぐ利用料金の額等を検証のうえ、現指定管理者が次期指定管理者に引き継ぐこととする。 
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３ 飲食の提供及び自動販売機設置による収入 

 飲食の提供及び自動販売機設置により得られた収入は、指定管理者の収入とする。 

 

４ 管理口座 

 指定管理業務の実施に係る収入及び支出を適正に管理するため、必要な帳簿を作成するとと

もに、団体の口座とは別に指定管理業務の専用口座を開設して適切に管理すること。 

 

 

第７ その他管理運営に関する業務 

１ 文書の管理・保存 

（１）文書の管理・保存 

ア 指定管理者は、作成した指定管理業務に係る文書について、保存すること。 

イ 文書の分類、作成、保存及び廃棄その他の文書の管理に関する必要な事項についての定め

を設けるものとする。 

ウ 文書の保存期間は、完結した日の属する年度の次年度から５年間とする。 

 

２ 自動体外式除細動器（以下「ＡＥＤ」という。）の管理 

（１）ＡＥＤは、教育委員会が貸与する。 

（２）ＡＥＤは、人目につきやすい場所に設置すること。 

（３）ＡＥＤに破損等異常があった際には、速やかに教育委員会に報告すること。 

（４）ＡＥＤを正しく使用できるよう、職員に対し定期的に研修を行うこと。 

 

３ 緊急時マニュアルの整備 

 指定管理者は災害、その他の緊急時に備え、次のマニュアルを作成し、職員に周知するとと

もに、必要な訓練を実施すること。 

（１）施設内で事故が発生した場合を想定した事故対応マニュアル 

（２）災害等が発生した場合を想定した災害対応マニュアル 

 

４ 各種協力 

指定管理者は、甲府市及び教育委員会が行う各種事業への協力要請や事務照会等があった場

合は協力すること。 

 

５ その他 

 業務等に不明な点がある場合は、教育委員会と指定管理者が協議のうえ実施すること。 


